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(Part 2: Seismic retrofit using oil dampers) 
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既存超高層建物の大振幅地震動に対する制振改修 

その 2 オイルダンパーによる制振改修 

 

既存超高層建物 制振改修 長周期地震動 

直下型地震動 オイルダンパー ギャップブレース 

 

1. はじめに 

 本報その 1 において，非制振モデルは地盤増幅を考慮し

た告示波（ART KOBE-T）と基整促波（OS2-T）に対し，

それぞれ異なる最大層間変形角分布を示すことを述べた。 

 本報その 2 では，オイルダンパーによる制振改修を提案

する。その際，ダンパーの配置は非制振モデルの剛性分

布や地震動ごとの外力分布（せん断力分布）を包括的に

考慮した層剛性非比例配置 4)を採用する。  

 

2. オイルダンパーの層剛性非比例分配設計 

2.1 記号の定義 

 図 1(a)-(c)に粘性要素，付加系およびシステムの主架構

弾性時における各構成要素の荷重‐変形関係を示す。ま

た，図中の粘性要素におけるゼロ変形時の力 Fd,max を最大

変形 ud,max で除した損失剛性 K”
d を定義する。その他の記

号は文献 5 を参照されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 等価減衰定数 heqLの算定 

 文献 4), 6)を参考に，制振構造を 1 質点系とみなしたと

きの等価減衰定数 heqL を算定する。オイルダンパーを設置

したときの目標層間変形角 θmax は 1/100 rad.であるが，非

制振モデルの ART KOBE-T に対する高次モードの応答を

抑えるために θmax = 1/125 rad.とする。その際，全層の層間

変形が一様であると仮定している。性能曲線 4), 6)を用いて

等価 1 質点系の 1 次損失剛性比 K”
d / Kfと heqLを求める。本

報ではオイルダンパーのリリーフ率 µd = 2.0，2 次粘性比 p 

= 0.02，内部剛性比 β = 4.5 を定め，K”
d/Kf = 0.336，heqL = 

0.103 を得た。 

2.3 外力分布の設定 

 層剛性非比例分配設計は非制振モデルの剛性分布と，

外力として定められた層せん断力分布により各層のダン

パー量を算出するものであり，既往研究 6)では外力として

Ai 分布を用いていた。しかし，超高層建物は，高次モー

ドの影響は大きくなるため無視できない（本報その 1）。

そこで，非制振モデルの弾性解析結果から得られた ART 

KOBE-T と OS2-T に対する層せん断力の包絡値を外力分

布として用いることで、建物モデルの構造特性を考慮し

た設計を行う。 

2.4 ダンパー量の層剛性非比例分配法 

 文献 4 の式(15)から各層の必要ダンパー量 K”
di を算出し

たところ，1，2 層及び 32~37 層で負の値が算出された。

これは，θmaxに対し，各層の層剛性Kfiが必要以上に高く，

削減が望ましいことを表す。しかし，制振改修を行う上

で主架構の特性の調整は困難である。また，負のダンパ

ー量が算出された場合，他層で極めて大きな必要ダンパ

ー量が算出されるため，その場合でも 1 質点系として算出

した必要ダンパー量を満たすように多質点系に非比例分

配するために既往の計算式を修正する。既往手法では，

K”
di

 < 0 が算出された層は K”
di = 0 とし，他層に対しては 2.2

節で得た K”
d / Kfと多質点系の∑ K”

di / Kfiが一致するように，

全層一定の割合で減少させる。しかし，その場合には 2.2

節で算定した heqL を厳密には満たさない。また，再計算後

の必要ダンパー量が，耐震改修計画上，現実的でない場

合もある。そこで，本手法では K”
di

 < 0 となった層に K”
di = 

0，K”
diが極めて大きい層に設置可能なダンパー量K”

d,maxを

付加し，多質点系が同じ heqL（2.2 節）をもつようにその

他の層にダンパー量を再分配する。 

特定層に任意のダンパー量 α K”
d,max を付加した場合にも

設計値として定めた 1 次損失剛性比 K”
d / Kf を満たすよう

に計算式を展開すると次式が得られる。なお，α は K”
d,max

を低減させる任意の係数である。 
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図 1 粘性要素，付加系，制振構造の荷重‐変形関係 
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ここに，ΣA は任意のダンパー量を指定する層，ΣB はダン

パー量を層剛性非比例分配法により算出する層の総和で

あり，λ = K”
di / K*

biである。その他の記号については文献 4

を参照されたい。式(1)を用いてダンパー量を算定する場

合，以下の手順で計算し，最終的なダンパー配置を得る。 

1) 全層に対して必要ダンパー量 K”
diを算定する。 

2) K”
di

 < 0 の場合，当該層に対し α = 0 を与えてダンパー

量を再計算する。 

3) 設置可能なダンパー量を超える層がある場合，最も大

きな値 K”
diが算出された層に対し α = 1 を与えてダンパ

ー量を再計算する。 

4) 手順 3)を繰り返し，最終的なダンパー配置を得る。 

本検討では，1，2 層でも K”
di

 < 0 となったが、α = 0 とせ

ずにダンパーを設置するものとして計算を行った。この

ように，特定の層に対して設計者がダンパーを任意で追

加・削減することも可能である。図 2(a)に示すように，既

往手法では 13，23 層付近に極めて大きなダンパー量が必

要とされたため，設置可能なダンパー量を与えて再計算

を繰り返し，最終的なダンパー配置を得た。また，図 2(b)

に示すように層剛性非比例配置は基準化した層剛性とせ

ん断力で大きな差が生じる層に対して多くのダンパー量

が分配されることが特徴である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.5 ダンパーの配置計画 

 図 3 にダンパーを設置した Y3 構面の軸組図，層間変形

角が全層一様と仮定してモードひずみエネルギー法で算

出した多質点系の heqL，ダンパー本数 Nd，ダンパー軸方向

のリリーフ荷重の総和 ΣFdy を示す。また，比較として 2.2

節で算定した必要ダンパー量を層剛性比例分配した場合

も併記する。オイルダンパーを層剛性比例分配した場合，

オイルダンパーは下層に多く分配されている。本報では，

いずれの分配方法も必要な等価減衰定数（heqL = 0.103，2.2

節）に対して 1 割程度減少している。理論的に算出された

ダンパー配置に対して，配置するオイルダンパーは 100, 

150, 200 トン級のダンパーを組み合わせであるため理論値

と同じ値を分配することができない場合がある。その誤

差で理論的に算出された heqLよりも小さな値となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.地震応答解析 

 図 4 に各モデルに 2 波の地震動をそれぞれ入力したとき

の最大層間変形角 Ri，最大加速度 Ai および最大層せん断

力 Qi の高さ方向分布を示す。オイルダンパーにより，非

制振モデルと比較してAiを増大させることなく，Riを低減

できている。層剛性比例配置の場合，オイルダンパーは

下層に多く配置されていることから，OS2-T に対し層剛性

非比例配置と比較して 10 層まで必要以上に Ri を抑制する

反面，13 層の低減が不十分となっている。層剛性非比例

配置の場合，OS2-T に対し全層で概ね層間変形角の目標値

1/100 rad.以内に収まる。一方，ART KOBE-T に対しては

23 層付近で 1/100 rad.を少し超えている。しかし，層剛性

比例配置と比較して応答低減効果は大きく，ダンパーが

不必要と判定された上層の変形を増やすわけでもない。

また，ダンパー設置による最大層せん断力増加は小さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. まとめ 

 既存超高層建物に対して層剛性と外力分布の関係から

オイルダンパーを層剛性非比例に配置する制振改修を提

案した。層剛性非比例配置は地震動ごとに損傷する層が

異なる建物モデルの構造特性を考慮した効率的なダンパ

ー配置が行えることを示した。 

謝辞および参考文献は本報その 1 にまとめて示す。 

図 4 解析結果 

非制振

層剛性非比例配置

層剛性比例配置

(3) 最大層せん断力  (2) 最大加速度  
(1) 最大層間変形角 

(a) ART KOBE-T 

非制振

層剛性非比例配置

層剛性比例配置

(b) OS2-T 
(3) 最大層せん断力  (2) 最大加速度  (1) 最大層間変形角 

(a) 層剛性非比例配置 (b) 層剛性比例配置 

図 3 ダンパー配置と諸元 

(c) 各配置諸元 

層剛性
非比例配置

層剛性
比例配置

heqL 0.086 0.092

Nd 160 178

∑F dy [kN] 268,200 296,100

(a) ダンパー量の分布 

図 2 層剛性非比例分配設計のダンパー量算定 

(b) 基準化した設計値 
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